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２０２３年 島しょ職員の賃金・労働条件改善に関する要求書 

 

島しょで働く職員は、毎年のように大型台風の襲来や豪雨に見舞われるなど、

厳しい自然環境の中、区部・多摩地域に比べて高い物価をはじめ、医療機関・教

育機関・文化施設などが脆弱なもとでも、島しょ住民の暮らしを守り、児童・生

徒の教育を充実させ、産業の振興を図るため、使命感を持って、日々、職務に励

んでいます。  

給与制度の総合的見直しによる地域手当の引上げに伴う本給水準の引下げに

より、さらに区部・多摩地域勤務職員との格差が拡大したまま、未だに是正措置

は一切ありません。また、近年の物価上昇に加え、エネルギー価格の上昇により

生計費は増加の一途を辿り、島しょの職場の人材確保にも大きな影響を与えてい

ます。これ以上、島しょの職場で働く職員に対する処遇の矛盾を放置することは

許されません。  

島しょ職員の賃金・労働条件を改善し、島しょにおける行政の継続性・安定性

を確保するため、下記事項を実現するよう求めます。  

 

 

記  

 

 

１ 賃金改善に関する要求 

 

（１）地域手当を本給に繰り入れること  

（２）地域手当の本給繰入が実現するまでの間、期末・勤勉手当の算定基礎に､

特地・へき地手当相当額を算入すること  

（３）隔遠地勤務を事由とした昇給については、勤務成績に基づく欠格基準を

廃止し、島しょ職場での勤務実績に基づき「付与率」の別枠として措置す

ること  

（４）地域手当の異動保障を受けていた職員が定年退職となり、引き続き再任

用職員として任用される場合は、再任用後も異動保障を行うこと  

（５）特地・へき地手当の支給割合を引き上げること  

（６）準ずる手当を支給されていた臨時的任用教職員が、任期満了後、引き続

き臨時的任用教職員又は正規任用教職員として任用される場合は、新たな

任用後も準ずる手当を支給すること  

（７）単身赴任手当について、一定期間ごとの見直しを制度化し、改善するこ



 

と。また、島しょへの赴任・異動に伴い住居を移転した後、特別の事情に

より、同居していた配偶者等と別居することとなった職員について、当該

異動等の日から起算して３年以上経過している場合でも、単身赴任手当を

支給することができるよう改善すること。  

（８）住居手当の支給要件を満たす単身赴任者については、単身赴任手当とと

もに住居手当を全額支給すること  

（９）交通用具使用者の通勤手当については、島しょの燃料代の実勢価格を反

映したものとなるよう、一定期間ごとの見直しを制度化するとともに、急

激な価格上昇を踏まえ、直ちに改善すること  

（10）島しょの調査船の運航に携わる海技職については、国の海事職俸給表適

用者に相当する職務を担い、職責を果たしていることから、それにふさわ

しい処遇となるよう、給料表の新設又は調整額の措置により賃金水準を引

き上げること  

（11）近年の物価やエネルギー価格の上昇の影響を甚だしく受けている、島し

ょの実情について、現地調査を行い労使で検証すること 

 

２ 旅費の改善要求 

 

区部・多摩地域での旅行用務終了後、引き続く週休日・休日に区部・多摩

地域等に滞在した場合でも、翌勤務日に島しょの職場で通常勤務した場合は、

島しょ勤務者の特例として、復路の旅費についても支給すること  

 

 

３ 福利厚生の要求 

 

（１）島しょへの異動の負担を軽減させるため、職員住宅の家電製品を備付け

とすること 

（２）医療機関の受診、出産、家族介護、図書館・映画館等の文化施設の利用な

ど、区部・多摩地域への移動を余儀なくされる島しょの実情を踏まえ、島

しょ勤務職員の福利厚生事業の一層の充実を図ること  

 

４ 三宅島勤務者等の要求 

 

火山ガスの噴出が完全に収まらない状況のもとでは、赴任前の既往症の確

認、定期健康診断時の問診などを行い、赴任予定者と勤務者の健康管理に十

分配慮すること  

 

 

５ その他の要求 

 

（１）単身赴任者の帰省休暇を新設すること  

（２）週休日・休日又は年次有給休暇等を取得して島外へ出ていた者が､通常の

交通機関である船舶・航空機により帰島する際、悪天候等による交通遮断

のため、翌勤務日に遅参又は欠勤せざるを得ない事態となった場合につい

ては、島しょ勤務者の特例として「給与減免」扱いとすること  


